
 

 2019年  ９月 VOL.167 

あおぞら人事・労務サポート 発行 

  
１．本年度の地域別最低賃金改定の動向 

最低賃金は、最低賃金法に基づき国が賃金の最低額を定め、使用

者はその最低額以上の賃金を労働者に支払わなければならないとす

る制度です。最低賃金には、地域別最低賃金、特定最低賃金の 2 つが

ありますが、産業や職種にかかわりなく、都道府県内の事業場で働く全

ての労働者とその使用者に対して適用される最低賃金として、各都道

府県に１つずつ賃金額が定められる地域別最低賃金の各賃金額が、

関係労使からの意義申し出に関する手続を経て、都道府県労働局長

の決定により 10月 1日から１０月上旬に順次発行される予定です。 

改定額の全国加重平均額は901円で、全国加重平均額27円の引上

げは、昭和 53 年度に目安制度が始まって以来最大の引上げとなります。また、最高額（1,013 円）と最低額（790 円）の金額

差は 223円（昨年度は 224円)となり、平成 15年以降 16年ぶりの改善となります。最高額に対する最低額の比率は 78.0％

となり（昨年度は 77.3％）、5年連続の改善です。 

最低賃金は時給で定められますが、先ほど書きましたとおり全ての労働者に適用されますので、時給制のパート、アルバイ

トだけでなく月給制の社員も当然に適用されます。この場合は月給額を時間あたりの金額に換算し確認しますが、実際に支

払われる賃金から割増賃金、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などを除いたものが対象となります。 

２．年次有給休暇の使用者による時季指定とは 

本年4月より年次有給休暇の年5日取得が義務化され、制度のスタートに伴い本紙でも過去に詳細をお伝えしておりまし

たが、具体的な対応について不安を感じておられる声も未だにありますので、更に詳しくみてみたいと思います。 

年次有給休暇の5日取得義務に関して踏まえておきたい基本的なことは、次のとおりです。 

①取得義務の対象は有給付与日数が10日以上である労働者：労働日数の少ないパートタイマーは対象外になることもあ

ります（前年度繰越分と当年度付与分の合計で10日以上になる場合も対象外です）。 

②「1年間」は有休付与日（基準日）から起算：入社から6ヵ月経過した日が原則的な基準日になりますが、社内で統一の

付与日を設けている場合には、その日が基準日となります。なお、入社時に一部付与・残りを後日に付与する場合には、

合計付与日数が10日に達した日が基準日となります。 

③労働者自らによる請求、労使協定による計画有休、使用者による時季指定、で取得した日数は5日から控除（5日にカ

ウント）することができる：なお、前年度の繰越分か当年度の付与分かで取扱に違いはありません。 

「使用者による時季指定」とは取得義務化そのものの言葉ではあるものの、③に挙げるように取得義務をクリアする3つの

方法の1つという見方ができます。これは会社が時季を決めて各労働者に有休取得させることですが、時季について労働者

の意見の聴取義務とその意見を尊重する努力義務が定められています（労働基準法施行 

規則第24条の6）。つまり、有休取得に対する会社の働き掛けとしては、労使協定を締結し 

計画有休とするか、意見聴取のうえ時季指定するか、のいずれかといえます。なお、既に 

5日取得されている場合には、この使用者による時季指定はできない点も注意が必要です。 

● 編集後記 ● 
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〔事務所だより〕こちらは全部お読みいただいても５分です。 

 あおぞら キー インフォメーション 

 

家族が通う高校がこの夏、高校野球で甲子園に行くことになり、１
回戦、２回戦と甲子園まで応援に行きました。学校が準備した応援バ
スツアーで０泊３日。体力的には正直少々過酷でしたが、アルプス席
の大応援団として声援を送りました。炎天下で選手達が戦う姿がまぶ
しかったです。応援団の在校生が初勝利の校歌を誇らしげに歌って
いる様子をみて、青春のおすそ分けをもらいました。貴重な経験と感
動をさせていただき、野球部の皆さんに感謝です。（秋山） 
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令和元年度の最低賃金 

地域 最低賃金額（円） 発効日 

全国平均 ９０１ （８７４）  

東京 １０１３ （９８５） １０．１ 

神奈川 １０１１ （９８３） １０．１ 

千葉 ９２３ （８９５） １０．１ 

埼玉 ９２６ （８９８） １０．１ 

※ （ ）は昨年度の最低賃金額 


